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児童虐待に関する悲惨な事件の報道が後を絶たず、深刻な社会問題となっています。 

  ビジョンでも、「児童虐待防止対策」の項目を設け、課題と方向性、主要な取組を

明らかにしたところですが、平成２３年度の本県の児童相談センター（名古屋市を除

く。）への児童虐待相談件数は１，４９９件と、平成２２年度の１，１３７件に比べ

３６２件増加し、過去最多件数を大幅に更新しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

これは、オレンジリボンキャンペーン（虐待防止を呼びかける啓発事業）が定着し

てきたほか、平成２２年 7 月に大阪市で幼い姉弟が放置され死亡した事件や平成２３

年１０月に名古屋市名東区で発生した中学生の虐待死亡事件などの相次ぐ重大な児

童虐待事件に関する全国的な報道を受けて、社会的な関心がより一層高まり、相談件

数の増加につながったものと考えられます。 
このことは、相談後の対応状況が、児童を保護者から分離する必要があると判断し

て施設等に措置した件数に大きな変化はなく、保護者から分離せず、在宅での指導や

支援が可能な初期段階での相談が増加していることからもうかがえます。 
 
 

（１）児童虐待防止対策 ～すべての子どもに明るい笑顔を～ 

【児童虐待相談件数（愛知県）】 
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児童虐待は、子どもの心と体に深い傷を残すだけでなく、その後の人格の形成に大

きな影響を及ぼします。虐待を予防することはもちろん、早期に発見し、対応するこ

とが重要です。 
ここでは、児童虐待の発生予防や早期発見・早期対応、そして、児童虐待対策の中

核的専門機関である児童相談センターの機能強化に関して、平成２３年度の主な取組

の実施状況を振り返ります。 
 
 
 
 
 
 
 

児童虐待の早期発見・早期対応は、市町村や児童相談所のみの力で実現できるも

のではありません。保育所や幼稚園、学校、医療機関などを始めとする様々な機関

や地域の方々が、虐待防止への意識を高め、情報を共有し連携することが必要です。 
すべての子どもに明るい笑顔が輝くことを目指し、児童相談所を設置している愛

知県の大村知事と名古屋市の河村市長は、平成２３年７月に連名で、「児童虐待の

根絶に向けた共同アピール」を表明し、児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応

への協力を、保護者や地域社会に向かって強く訴えました。 
 

【相談後の対応状況（愛知県）】 

児童虐待防止啓発 

※ 児童相談所と児童相談センターについて 
  児童福祉法第１２条では、「児童相談所」を設置することが義務付けられています。本県では、

この児童相談所業務を行う機関の名称を「児童相談センター」としております。本書では、愛

知県固有の機関を示す場合のみ「児童相談センター」と、名古屋市やその他の自治体を含め、

児童相談所業務を行う機関を総称する場合は、「児童相談所」と表記します。 

（件） 
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【児童虐待の根絶に向けた共同アピール】 
虐待の根絶を訴える大村知事と河村市長 
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また、児童虐待防止の象徴である「オレンジリボン」の普及・啓発を通して、多く

の方に児童虐待問題に関心を持ってもらうため、毎年１１月の児童虐待防止推進月間

に「オレンジリボンキャンペーン」を実施し、児童虐待の防止を呼びかけています。   
平成２３年度は、「子どもの笑顔 大人みんなで守りたいから」をキャッチフレー

ズに、名古屋市と共同で、小学生以下の子どもと保護者による啓発パレードを実施し

ました。「子どもの笑顔」をプリントした傘を持った子どもと保護者が、大村知事ら

と一緒に、名古屋市・豊橋市内で、広く県民の皆様に虐待防止を呼びかけました。 
虐待は、どの家庭でも起こりうるものであり、早期発見・早期対応が最も重要です。

今後も引き続き、保護者や地域の方々に相談を呼びかける啓発活動を実施する必要 
があります。 

 ○ 日 時  平成２３年１１月３日（木・祝） 
   ○ 会 場  名古屋会場：若宮大通公園等／豊橋会場：豊橋駅前広場等 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 7

  
 

  県内には、１２か所（県設置：１０か所、名古屋市設置：２か所）の児童相談所（児

童相談センター）が設置されています。県と名古屋市が連携することで、児童相談所

間の連携も深まり、情報共有が図られること、また、啓発事業や専門職員に対する研

修事業を効率的に実施することができることから、平成２３年５月に、「児童相談所

体制強化のための愛知県と名古屋市の連絡会」を設置し、全６回開催しました。前述

の知事と名古屋市長による「児童虐待の根絶に向けた共同アピール」や、オレンジリ

ボンキャンペーン等も、この連携の一環として行われたものです。 
今後も、児童相談所間の連携を強化するとともに、啓発事業や研修事業における名 

古屋市との協働を継続していくことが必要です。 
 
 ＜主な協議内容等＞ 
 ○ 啓発事業の共同実施に関する協議 
   ～オレンジリボンキャンペーン、新聞広告、テレビ CM の共催～ 

○ 研修の相互利用に関する協議 
   ～児童相談所職員研修の相互利用体制の整備～ 
 ○ 県・名古屋市・警察の連携に関する協議  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「児童相談所体制強化のための愛知県と名古屋市の連絡会」の設置 
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平成２３年度の相談対応事例における主な虐待者は、実父母が全体の８割を超えて

おり、その背景の一つとして、核家族化の進行、地域とのつながりの希薄化などによ

る子育てへの負担感・不安感の増大が一因にあると言われています。特に妊娠中や出

産後は、ホルモンバランスの変化から心身ともに不安定な状況となり、様々な悩みと

相まって子どもへの虐待につながる場合もあります。 
これまでも市町村では、乳児家庭全戸訪問事業や乳幼児健診等の機会を活用して、

虐待へつながるリスク要因を有する家庭の把握と支援に努めてきましたが、妊娠・出

産期といった、より早い時期からの支援開始が求められています。 
  妊娠した人は、母子保健法に基づき、市町村に妊娠の届出を行い、母子健康手帳の

交付を受けることとなっていますが、この届出時は、妊婦と市町村が出会うことので

きるまたとない機会です。そこで本県では、この届出事項として国で定められたもの

に加え、妊婦の気持ちや困りごとなどを確認するため、以下の項目を盛り込んだ県独

自の妊娠届出書を作成しました。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
この様式を使用することで、妊婦の抱える不安や悩みを市町村が把握することが可

能となり、早期からの支援開始に有効な手段となります。 
今後は、この様式を活用し、より適切にアセスメントすることで、妊娠期から支援

の必要な人をスクリーニングする方法等について検討することが必要です。 
また、保健師などの支援に従事する人材の資質向上を図ることも必要です。 
 
 
 
 
 

 
○ 既婚・未婚          
○ 喫煙、飲酒の習慣             
○ 既往歴 
○ 妊娠が分った時の気持ち    
○ 最近 1 年間のうつ症状の有無 
○ 里帰りの予定の有無      
○ 「困っていること」「悩んでいること」「不安なこと」     
○ 困った時に助けてくれる人の有無 
                         等１２項目 

県独自の妊娠届出書の作成 
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 平成１５年７月から平成２３年３月までの全国の虐待死亡事例（心中を除く）のう 
ち、約４割を０歳児が、その約６割を０～２か月児が占めており、親になる人たちに 
対して、妊娠期や出産後間もない早い時期から児童虐待予防を視野に入れた教育や支 
援を行うことが重要です。 

そこで県では、妊産婦とその家族や子育て家庭を対象とした児童虐待予防プログラ 
ムを作成しました。このプログラムは、以下の２種類の視聴覚教材（DVD）を活用

し、赤ちゃんの泣き行動への理解や親子の愛着形成を促進する内容となっています。 
 医療機関、市町村、子育て支援機関等での子育て支援事業の場等において、このプ

ログラムを活用することにより、乳幼児揺さぶられ症候群の予防とともに、愛着形成

の促進、育児への不安感や負担感の軽減を図ります。 
今後は、プログラムの内容等を検証するとともに、効果的な活用の促進を図ること

が必要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①パープル・クライング ②赤ちゃんのこころを育む親と子のふれあい

○赤ちゃんの泣き行動の特徴を理解し、安全

な対応を心掛けるよう促す内容 

○「PURPLE（パープル）」＝生後５ヶ月の赤

ちゃんの泣き行動の６つの特徴（何をしても

泣き止まないときもあるなど…）を表す英語

表記の頭文字 

○赤ちゃんとかかわる楽しさを伝え、親と子のふ

れあいを促すことで、親子の絆の育みを支援し、

自然な形で虐待予防に資する内容 

※米国乳幼児揺さぶられ症候群研究班作成 ※愛知県がこのプログラムのために独自に制作 

※産婦人科、小児科医療機関、助産所、市町村、保健所、児童相談センター、子育て支援センター

等 1200 か所へ配布 

児童虐待予防プログラム（愛知県版）の作成 
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  口腔所見が身体的虐待やネグレクトの早期発見に有効であるとの観点から、歯科医 
療、歯科保健関係者のための虐待対応マニュアルを作成しました。 
 本マニュアルは、多数の症例写真やチェックシートを使用し、虐待を見逃さないた 
めの診療手順や観察のポイント、発見時の適切な対応方法、連絡・通告先、その方法 
等について具体的に示しています。これを普及・活用することにより、デンタルネグ 
レクトの概念を浸透させ、歯科医療・保健関係者へ早期発見の重要性を啓発するとと 
もに、歯科医療機関の受診や学校歯科健診等の場を通じて、多くの子どもに対する養 
育状況確認のアプローチが可能となります。 

  今後も、本マニュアルを始め、これまでに作成した医療機関向けマニュアルや保

育・教育機関向けマニュアルを活用するなど、専門性の高い啓発、支援を実施する必

要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 

～子どもの虐待予防マニュアルより 
チェックシート（３歳児健診用） 

歯科医療、歯科保健にかかわる人のための子どもの虐待対応マニュアルの作成 
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 増加する児童虐待相談に対応するため、本県では、国の児童福祉司の配置基準の改

定に合わせ、専門職員の増員を図っています。平成２３年度から２４年度にかけては、

児童福祉司６名、児童福祉司等を指導するスーパーバイザー1 名を増員しました。 
    
   
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 また、社会情勢や家庭環境の変化により対応が困難な事案が増加しており、児童相

談所には高い専門性が求められています。 
 本県では、こうした事案に適切に対応するため、児童相談センターに児童虐待対応

弁護士や児童虐待対応精神科医師を設置するとともに、児童福祉司や児童心理司の資

質向上に努めています。平成２３年度は、名古屋市が実施する研修へ参加するととも

に、国の「安心こども基金」を活用して、研修機会の拡大に努めました。 
 しかし、近年の児童福祉司の大幅な増員に伴って若年化が進み、経験年数が少ない

職員が増加していることから、今後も引き続き、新任職員研修や専門職種別研修の充

実を図り、専門性の向上に努める必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

【県児童相談センターの専門職員数の推移】 
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